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■ 研究会開催報告 ■ 

「外国人留学生の受け入れと日本経済・日本企業に対する貢献に関する調査報告」 
 

日 時：2017 年 5 月 31 日（水）15：00～17：00 
場 所：JST 東京本部別館 １F ホール 

 
【講演概要】 
近代以降、世界で資源、技術、情報などをめぐり激しい競争が繰り広げられてきた。ときには、その競争は戦争

に発展した。これから世界でどのような競争になるのだろうか。２１世紀において世界各国は人材をめぐる競争に

突入すると予想される。高度な人材こそ世界でもっとも貴重な資源である。日本では、外国人留学生の受け入れを、

日本社会における少子高齢化を理由に議論されることが多いが、明らかに次元が違い過ぎる。すなわち、日本経済

と日本企業はさらなる発展を成し遂げるためには、多様な人材、しかも高度な人材を確保する必要がある。世界で

今まで留学生を派遣してきた国も留学生の受け入れに力をいれはじめた。その典型例は中国と韓国である。海外か

ら高度な人材を引き付けるには、奨学金の充実や日本企業に給与などの待遇の改善だけでは、不十分である。今回

の調査で日本の外国人材の受け入れに関する包括的な戦略について提言することにする。 

 

【講師紹介】 

柯 隆（か りゅう）氏： 富士通総研経済研究所 主席研究員 
［略歴］ 

1963 年中国南京市生まれ。  
1988 年来日、愛知大学入学。1992 年愛知大学卒業、1994 年名古屋大学大学院修士課程

修了（経済学）。長銀総合研究所研究員を経て、1998 年富士通総研経済研究所主任研究員。

2006 年から現職。静岡県立大学グローバル地域センター特任教授と広島経済大学特別客員

教授を兼務。科学技術振興機構中国研究交流センターステアリングコミッティ委員。国際経

済交流財団 Japan Spotlight 編集委員。専門は中国経済論、開発金融。  
著書に、『爆買いと反日－中国人の不可解な行動原理』（時事通信社、2016 年）、『日系自動車メーカーの中国戦略』

（東洋経済新報社、2015 年）、『暴走する中国経済－腐敗、格差、バブルという「時限爆弾」の正体』（ビジネス

社、2014 年）、『中国が普通の大国になる日』（日本実業出版社、2012 年）など多数。また、多様なメディアで積

極的に中国情勢について発信されている。 
 
【スタッフ紹介】 
趙 瑋琳（ちょう いーりん）氏： 富士通総研 経済研究所 上級研究員 
［略歴］ 

1979 年中国遼寧省生まれ。 2008 年東京工業大学大学院社会理工学研究科修了（博士（学術））、早稲田大学商学

学術院総合研究所を経て、2012 年 9 月より現職。 現在、University of Jyväskylä（在フィンランド）の Research 
Scholar（研究学者）、麗澤大学オープンカレッジ講師を兼任。 イノベーション、都市化問題、地域などのフィー

ルドから中国経済・社会を研究。 「中国イノベーション事情」に関する連載（日刊工業新聞電子版）や、「イノベ

ーションの重要性が高まる中国の動向と課題」、「中国の「双創」ブームを考える」、「中国の都市化―加速、変容と

期待」、「 イノベーションを発展のコンセプトとする中国のゆくえ」、「ソーシャル・イノベーションの仕組みづく

りと企業の役割への模索」など論文多数ある。 
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1．講演録 

【開会】 

（JST 石川フェロー） 

  これより中国総合研究交流センター研究会を開始す

る。第 104 回目となる今日は、富士通総研研究所の主席研

究員、柯 隆（か りゅう）先生より、「外国人留学生の受

け入れと日本経済・日本企業に対する貢献に関する調査」

の報告をいただく。 

 柯 隆先生のご略歴を紹介する。先生は 1963 年、中国南

京のお生まれで、1988 年に来日し、愛知大学に入学され

た。愛知大学を卒業後、名古屋大学大学院で修士課程を修

了し、長銀総合研究所研究員を経て、1998 年に富士通総

研経済研究所に入所された。現在は静岡県立大学と広島経

済大学でも教鞭を取られている。 

今回は非常に幅広いお話となる。早速、先生にご登壇いた

だく。 

 

【講演】 

 皆さん、こんにちは。ご紹介いただきました富士通総研

の柯 隆です。 

 

 

 今日は JST から委託された調査研究の報告をさせてい

ただく。 

日本がこれからどのように高度な人材を惹きつけてい

くか、また外国の留学生をどういう風に受け入れていくか

ということで、私自身が 30 年前に名古屋に留学していた

ことから、自分の歩んできた道を思い起こしながらレポー

トを書かせてもらった。今、日本にはたくさんの留学生が

来ているが、いろいろなインタビューをしていると、留学

環境としての日本はずいぶん変わったという印象を持つ。

トレンドを捉える切り口には様々あるので後で詳しく説

明するが、その一つに日本の少子高齢化がある。人出が足

りなくなるから外国人を受け入れるというものだ。だが、

調査研究を進めるうちに、少子高齢化の次元ではなく、も

っと国家戦略のレベルで捉えなければいけないのではな

いかと考えるようになった。単なる人手不足を補うための

移民的な政策ではなく、高度人材をどのように受け入れ、

そのためには何が必要か、どうすればいいのかということ

を真剣に考えなければならない。先進主要国はいずれも留

学生を受け入れている留学大国だ。米国はもちろん、英国、

オーストラリア、カナダといった国々が成長を続けている

背景には、高度な人材を絶えず惹きつけているという大き

な要因がある。それでは日本はこれからどういう人材を惹

きつけるのか、どのようなコンセプトとブランド力で留学

生を受け入れるのかということを真剣に考えなければい

けない。 

つい先ごろ、米国である事件が起きた。メリーランド大

学の成績優秀な中国人留学生が卒業式で行ったスピーチ

において、自分が生まれ育った雲南省の昆明は大気汚染が

酷く外出する時にはマスクをするが、米国は空気が非常に

フレッシュでマスクが必要ないという話をしたのだ。実は

マスクの話は比喩で、彼女が言いたかったのは、米国には

学術の自由、言論の自由が保証されていて、これらの自由

は自分にとってまるで酸素のようだということだった。こ

の卒業式には他にも中国人留学生がいる。中には中国を愛

する若者もいて、昆明でマスクをする必要はないと激しく

非難した。外交部のスポークスマンまでが自分の発言には

責任を持てということを言い、大きな事件になった。日本

ではあまりニュースにならなかったが、海外では大きく報

道された。 

私がこの事件を通じて感じたのは、やはり留学生にとっ

て、アカデミズムにおいて自由があるということは何より

重要だということだ。自由があってはじめて自由闊達な留

学や研究、勉強ができる。昔の中国の戦国時代のことわざ

で言う「百家争鳴」が今の中国にあるだろうか。日本の留

学環境にはまさにこの自由があると思う。足りないところ

を強化していけば、日本は非常に魅力ある留学先になるの

ではないだろうか。 

この研究を始める時にもう一つ意識したことがある。戦

前の日本は非常に魅力的な留学先で、中国からは魯迅先生、

周恩来、郭沫若、蒋介石と、そうそうたるリーダーたちが

日本に留学にやってきた。戦後、特に改革開放以降もたく

さんの中国人留学生が日本に来ているが、今の中国の指導

部をみるとハーバードやスタンフォードに留学していた

人が多い。日本はもっと超一流の人材を惹きつけるべきだ

と思う。 

 

 さて、ここからが本題だ。先ほども言った通り、日本は

人手不足を補うために外国人を受け入れるべきだという

評論家もたくさんいるが、人手不足は一つの課題ではある

ものの、ここで議論すべきことは、やはり高度なエリート

人材をどう受け入れるかということだと思う。そして外国

の高度人材にとって、日本で研究や生活、仕事をしていく

うえでの環境面の魅力にどういうものがあるのか明らか

にしなければいけない。 

日本が最先端の人材を受け入れるメリットとして、世界

一流のイノベーションを促していくということが非常に
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重要なポイントになると思う。ところで今回、皆さんのお

手元にないスライドが数枚あるが、ご了承願いたい。さて、

経済成長を展望するとき、一番シンプルな方程式が“In

（実質 GDP）＝アルファ＋β*In（人口）”である。今後 GDP

が成長していくのか、減速していくのかということを見る

ときには先ず人口ボーナスを考える。人口は非常に重要な

ファクターだ。だが、この方程式でいう人口の数は

Quantity であり、人の教育レベル、つまり Quality が組

み込まれていない。これは大きな欠陥であるということを

ご留意いただきたい。 

 

少々、ショッキングなデータがある。これも皆さんの手

元に無いスライドで申し訳ないが、IMF が推計した G7 各

国の 2100 年までの GDP 推移予測だ。2010 年までは実質値

だが、中央の日本のところを見ると、2100 年にはこれだ

け減少している。根拠は人口だ。日本の人口がどんどん減

ることを前提に考えると経済はこうなる。一番上はフラン

スだ。フランスは離婚が多いが子どもはたくさん生まれる。

米国は下から 2番目だが、移民を受け入れる分、人口が増

えるので経済は順調に拡大するとみられている。ドイツは

移民をある程度受け入れるものの、全体的な人口の減少は

食い止められないだろうということで、若干、日本と似た

形になっている。必ずこうなるとは限らないが、一つの警

鐘として受け止めるべきだろう。 

この統計から得られるヒントで何を考えるかというと、

日本がいかに出生率を上げていくかということだと思う。

今、官邸では、働き方改革とか報奨金とかを一生懸命考え

ているが、おそらくこのままではあまり芳しい成果は得ら

れないような気がする。これ以上、出生率が下がらないの

は良い方で、下手をすると下がっていく可能性がある。出

生率の向上はこの研究の範疇ではないが、一つの問題提起

として捉えてほしい。 

移民に門戸を開放するという手もあるが、移民を受け入

れるカルチャーや制度、システムが日本にはない。いきな

りそれをやると日本の社会が大混乱する可能性がある。だ

が、移民を完全に拒否するというわけにもいかない。受け

入れるのであれば、もう少し枠組みを考える必要があるだ

ろう。現実的に一番可能性が高いのは高度人材を受け入れ

ることだ。教育レベルが高くて日本語も出来る人材。高度

人材の受け入れによって犯罪が多発するとは考えにくい

ので、ここに可能性があるように思う。2060 年までの年

齢層別の日本の人口推移をみると、若年層の人口が徐々に

減っていくのが分かる。あらゆる経済統計の中で人口統計

は比較的正しく推計できるといわれているので、他の要件

が変わらなければこうなっていくだろう。逆を言えば、他

の要件を変えればもう少し形状が変わる可能性がある。だ

からこそ、どのように取り組んでいくのかを考えていかな

ければいけない。このグラフは出生率の推移で、一番下が

よく使われている合計特殊出生率だ。あまり上がってくる

気配がない。閉ざされた日本を想定するとこのようになっ

ていく。ここはやはり頑張って高度な人材を受け入れた方

がいい。20～30 年前であれば議論になったかもしれない

が、今は反対する人はそれほどいないはずだ。私自身が

1988 年に名古屋に留学していた当時、名古屋は大都市の

わりに田舎のようなところがあり、中国人が珍しかったよ

うでよく囲まれることがあった。今はどこの国の人間だろ

うが囲まることはない。私から見れば、日本社会のグロー

バル化は随分と進んでいる。 

 

このグラフは知識と人材の流れの相関関係を表してい

る。縦軸は上にいくほど知識レベルが高く、下にいくほど

低くなる。横軸は左にいくと人材の流出、右にいくと流入

である。人材がどう流れていくかというと、やはり新興国、

途上国から先進国へと流れていく。他方、先進国でリタイ

アしたシニア人材は第二の人生から新興国に流れるとい

うパターンもある。先進国に惹きつけられるのは若年層の

高度人材だ。過去 100 年間続いてきたこの傾向は今後も続

くだろう。 

 

私は日本で学位を取り、仕事の関係上、大学教育機関と

の付き合いも多い。日頃いろいろ感じているところを整理

すると、教育投資をもっと増やすことと留学生の受け入れ

体制を充実させるところに思い当たる。昔に比べて大分良

くなっているが、例えば奨学金制度の構築と強化、入国手

続きの簡素化、企業の意識改革といった改善が必要だと思

う。 

企業が外国人留学生を採用した後、彼らをどのように評

価するかというところで、日本人同士はある種、暗黙の了

解のようなものを違和感なく受け入れているように感じ

られる。しかし、我々外国人からすると、透明性がなく暗

黙知で評価されるところに大きな違和感がある。これにつ

いては企業の意識改革がもっと必要だと思う。 

GDP に占める教育支出の割合をみると、米国の 2.8％に

対して日本は 1.5％、韓国は 2.3％だ。日本はもっと頑張

る余地がある。これは 2004 年以降に日本が受け入れた外

国人研究者－技術者、大学教授、研究所やシンクタンクの

研究員－の推移だ。もっと増やすべきではあるが頑張って

いるともいえるだろう。主要国の大学における外国人留学

生の割合を、学部、修士、博士課程それぞれでみると、日

本はまだまだ少ない。これをどう増やしていくかが研究の

目的でもある。 

日本で資格変更した留学生では、人文系と国際業務に携

わる人たちが圧倒的に多い。私が最初に就職した頃は “定

住”であって“永住”ではなく、定期的な入管手続きが必

要だった。全ての外国人が同じ窓口に並ばなければならず

不便だったこともある。だが、今は永住権を取れるように

なった。日本は少しずつ前進していると感じる。 

 

外国人が日本で起業するメリットとデメリットは何だ

ろうか。日本が一番凄いと思うのは、ボトムが高く優秀な

人材が豊富だということ。取引先との距離も近い。交通の

便も良いので、諸々の経営コストを総合的に計ると意外に
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安い。ビジネス契約が信頼できるということも大きい。中

国で一番困るのはここで、勝手に契約が破られることがあ

るが、日本は一度契約すれば大抵の場合、信頼できる。ネ

ット環境もかなり良く従業員の定着率も高い。ちなみに、

米国は転職しないと給料が上がらない構造になっている

ので、知人に聞いても 2年間で 5回くらい転職していると

いう。そのため米国人はすぐに職を変わるが、日本は転職

するほど給料が下がっていくので、これは経営者にとって

魅力的だ。それから生活環境が安全、安心であること。ま

た、交通インフラの利便性は海外に行って戻ってくると強

く感じる。NY、ロンドン、パリの地下鉄で寝てしまうと荷

物がどうなっているか分からないが、日本は例えば泥酔し

ていても荷物が無くならない。不思議な国だ。 

反対にデメリットというと、日本人コミュニティへのア

クセスの難しさがある。これは日本マーケットのある種の

独自性だ。それから、ベンチャーに対する社会の理解も不

十分だと思う。個性的なユニークな人材も明らかに足りな

い。また、地方でのビジネス展開が東京より難しい。地方

創生が必要だが、これをどう努力するか。日本企業のサプ

ライチェーンもバリアがあって入りにくい。さらに、法人

税が比較的高いというインタビュー結果がある。今は“比

較的”高いで済んでいるが、今度、もし米国が法人税を下

げたら、日本はかなり高いことになる。それから為替レー

ト、ボラティリティが高いというのはご存知の通りだ。 

時間の関係上、ご覧になってすぐわかるようなスライド

は割愛させてもらう。 

 

これはスイスのシンクタンク、IMD（International 

Institute for Management Development）が毎年出してい

る国際競争力ランキングの日本の順位だ。たくさんの指標

があるが、一番下の“教育”のところをみると 38 位とな

っている。日本は世界で 3番目の経済規模を持ち、イノベ

ーションの力もあるのに教育ランキングでは 38 位と振る

わない。もっと頑張ればここを上げていくことができる。 

これはアジアに進出している日本企業 4社の比較だ。社

名は明かせないが、D 社は一番規模の小さい中堅企業で、

A 社、B 社はどちらかというと大企業に属する。現地経営

する中で、規模の小さい会社は外国人を現地責任者にして

いるのに対し、大企業では日本人が総責任者となっている。

ここをローカライザーション＝現地化しないといけない

と昔からよく言われているが、まだまだ進んでいないのが

現実だ。 

 

日本という国が高度な人材を惹きつけるためにはどの

ようなファクターがあり得るだろうか。高度人材の誘致条

件を考えると、1）研究教育施設を改善していく、2）一流

の研究者、研究者をたくさん集める、3）自由闊達な研究

教育の環境、4）治安の良さ、これは日本の素晴らしいと

ころで特筆する必要は無い。5）統計などの研究資源への

アクセスの利便性、これもあまり不便はない。6）ビザの

要件は随分緩和されたし、これからもっと緩和されると思

う。7）生活環境の利便性や 8）交通などインフラ施設の

利便性についても一切、問題ない。 

日本がどれくらい高度人材を認定し、今後どれくらい増

やしていくのか、2020 年までの展望がある。今までの実

績に比べて大分増やしているが、日本のニーズからすると

もっと増やしていく必要があると思う。 

一つの参考として、米国や英国の大学がどのような努力

をしているかというと、彼らは中国の大学とアライアンス

して分校をつくっている。表の右端、授業料に注目してほ

しい。例えばニューヨーク大学上海分校の年間授業料は

10万元、今の為替レートで160万円と決して安くはない。

中国人と外国人が一緒に勉強していて、1、2 年勉強する

と交換留学のような形でニューヨークに行くことができ

る。研究交流、留学交流が自動的にできるようになってい

るのだ。日本はもっと大胆かつ斬新なアイデアで取り組む

必要があるのではないだろうか。 

 

この円グラフは中国の若者が就職するときに何を重視

しているかを表したものだ。作成時に書き漏らしてしまっ

たので説明すると、一番内側の円は 1980 年～1984 年に生

まれた人たちを、中央の円は 1985 年～1990 年に生まれた

世代を、外側は 1991 年以降に生まれた、今、27 歳以下の

人たちの統計だ。日本では、中国人の若者がいったん日本

企業に就職しても、仕事を覚えたらすぐ辞めてしまうとい

う風に言われる。それは何故かというと、ヒューレットパ

ッカードや IBM などに比べて日本企業の給料が安いから

だというように半ば伝説めいて言われていたが、実は必ず

しもそうではないことがこの図を見ると分かる。中国の

20 代の若者が最も重視するのが個人的な発展性で 31％。

その会社で個人のキャリアをどこまで発展させられるか

ということが大事なようだ。次に好きな職業であること。

好きでなければ仕事しないというのが 29％もある。その

次が仕事と生活のバランスで 17％強。この 3 つを合わせ

ると 78％強となり、給与志向はわずか 12％だ。だから給

料ではない。勿論、給料が高いに越したことはないが、若

い人が考えているのは今後のキャリアや仕事の楽しさだ。

ライフスタイルの設計も大切に考えている。日本企業もこ

ういったところを考えながら外国人留学生を採用しない

といけない。 

 

外国人留学生が日本の大学で何を勉強するかというと、

博士号取得者において、一番多いのは工学系だ。昔から工

学系は文系より博士号が取りやすいと言われているが、平

成 16 年と平成 26 年の変化を見ると、工学系の博士号取得

者はかなり大幅に増えている。そういう点では、日本の大

学もかなり改善されていると思う。 

 

私が名古屋に留学していた 1988 年は、中国から海外へ

留学する人はまだ少なかった。2000 年でも 40,000 人足ら

ずだったが、2015 年には 50 万人以上に増え、中国は留学

生を外に送り出す国になった。だが、送り出すだけでは人
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材が取られるだけだ。呼び戻さなければいけない。私の頃

は大学卒業後も海外に留まる人は少なかったが、天安門事

件を契機に帰国する中国人留学生は減ったように思う。も

う一つの帰国しない要因として、当時の中国では起業がな

かなか難しかったということもあるだろう。2000 年を境

に IT 革命が起こったことで徐々にベンチャーが増え、中

国に帰国する人の割合は高くなっていったが、最近はまた

帰国者の割合が下がる傾向にある。今、米国や欧州に留学

している学生たちに聞くと、彼らは最終的に移民を目的に

していると言うし、自分の子供を米国、欧州に送り出した

親にインタビューすると、親の方も帰ってこなくていいと

言う。大気汚染や水汚染、土壌汚染、食料不安など中国の

環境に対する懸念があるため、子どもの将来を考えるとそ

のまま海外にいてもらう方がいいと言うのだ。理由のもう

一つに中国での就職事情がある。最も人気の高かった公務

員だが、ここ 4年間、反腐敗活動を凄い勢いで進めている

ので、賄賂でも貰ってしまったら大変なことになる。以前

は得られたメリットが得られないのであれば、いっそのこ

と移民した方がいいという考えだ。実際にいろいろな思い

がある。個人的には帰国者の割合は下がる方向にあるので

はないかと思っている。 

 

来年、2018 年は改革開放 40 周年を迎える。この 40 年

間の中国の留学政策を研究している人たちの分析を引用

すると、留学生派遣は 5段階に分かれるという。 

第 1段階の 1978 年から 1984 年においては公費、国費の

留学生が圧倒的に多い。誤解のないよう補足すると、これ

は政府が 100％を出す奨学金ではなく先進国が援助して

くれるもので、例えば東大に留学する場合、日本の文科省

なり大学なりが提供する奨学金で勉強するというものだ。

この頃は私費の留学生はまだ殆ど認められていなかった。 

第 2 段階は 1985 年から 1989 年で、私は 1988 年だった

ので第 2段階に属する。このあたりから私費による留学が

始まる。どういう人が私費留学生として認められるかとい

うと、海外に身元引受保証人になる親族がいる、あるいは

同じく身元引受保証人になってくれる友人がいる場合だ。

保証書を書いてもらい、国内の難しい手続きを諸々クリア

すれば私費留学生として認められ出国できる。 

第 3段階は 1990 年から 1991 年という短い期間だが、天

安門事件が起きて多くの公費留学生が帰国を拒否し、米国

などに亡命を申請した時期だ。当時は私も名古屋に留学し

ていたので、周りの日本人から政治亡命を勧められたが、

私は反政府活動を一切しておらず、政治亡命に違和感があ

ったので申請しなかった。 

1992 年の第 4 段階に入ってから留学事業のビジネス化

が始まった。留学仲介業者がたくさん出てきて、留学先と

なる外国の大学を有償でアレンジする。2000 年頃までは

ルールが定着せず手探りでやっていたのでいろいろなト

ラブルがあったようだ。制度と枠組みがきちんとつくられ、

留学仲介業が認定されたエージェントとなってからは詐

欺のようなトラブルは減っているとのことで、第 5段階で

ある 2000 年以降は、公費、国費の留学が少数派になり、

仲介業者を介した私費留学が多くなった。中国の留学シス

テムは大分改善されて進化したと思う。 

 

これは 2016 年の中国人留学生の内訳だ。圧倒的に私費

留学生が多い。自ら TOEFL などの資格を取り、エージェン

トを介して留学するということだ。こちらは帰国した留学

生の統計だが、海外の滞在資格を持ちながら仕事で行った

り来たりするような人の数も帰国留学生としてカウント

しているらしく、本当に帰国した留学生は 43 万人もいな

いと思う。 

留学先の分布でみると、日本は上から 3番目、ほぼ 9％

だ。トップは米国の 19％、次いで 14％の英国、それから

日本、フランスときているので、日本は割といいポジショ

ンを取っていると思う。留学先で何を勉強しているかとい

うと、半分が金融・ヒューマンリソースだ。何故、ここに

集中するかというと、就職しやすいからだと思う。 

 

 
 

私が 1988 年に日本に留学した当時、中国の大学卒業生

の初任給は 80 元くらい、当時の為替で 2,000 円程度だっ

た。これはわりと良い方で、節約すれば貯金できるくらい

の額だ。これは仲介業者にインタビューして概算した国別

の留学費用だが、米国に留学する場合、一年間で 340 万円

～600 万円くらいかかる。ワシントンからテキサスといろ

いろな地方があるので、安ければ 340 万円、高ければ 600

万円くらいということだ。英国はロンドンがとても高いの

で 700 万円以上かかる場合がある。オーストラリアもシド

ニーは高い。比較的リーズナブルなのはカナダだろうか。

ドイツ、フランス、オランダも米英ほどではない。総じて、

日本のコストパフォーマンスは非常に良いと思う。授業料

も生活費もそれほど高くはない。私が名古屋大学に留学し

ていた頃の年間授業料は 24 万円くらいだった。今は 50

万円くらいで私立はもう少し高いのだろうが、それでも他

の先進国、特に欧米に比べたら非常に安い。最近では韓国

が頑張っている様子も伺えるが、コストパフォーマンスで

みると日本は決して負けてはいない。 

 

それでは中国人留学生が卒業して帰国した後、どこに就

職するかというと、国有企業より非国有企業の方が圧倒的

に人気があり、外資系と地場の民営企業を合わせて 60％

を超えている。一方、中国に帰って会社を興す場合にどの

ような困難があるかというと、ファイナンスの難しさがあ

る。中国はリスクの高いビジネスになかなか融資をしてく

れないからだ。経営コストも高い。オフィスの賃料も高い
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し、他には例えばビジネスを始める際、受注時にはペイバ

ックが求められて、それが全てコストにカウントされる。

政策面の欠陥も大きい。意外なことに人材確保はそれほど

難しくないが、この図のようにいろいろな困難が存在して

いる。 

それでは中国人留学生たちがどういう分野で創業する

かというと、生化学・医薬分野が一番多く、次いで IT、

貿易・流通に集中している。実際に帰国留学生が中国で創

業した会社の事例を紹介すると、中国で高校を卒業し、オ

ーストラリアのメルボルン大学と英国のケンブリッジ大

学に留学した 2 人の中国人留学生が博士号を取って帰国

した後、東京大学出身の日本人の若者とジョインして、

2009 年に環境事業を行う会社を創業した。既存の工場に

対して環境対策を提案し、省エネ効果を上げることで成功

した会社だ。メルボルン大学とケンブリッジ大学を出た中

国人学生と東京大学出身の日本人学生という、最初から多

国籍企業のような起ち上がりだ。こういった若者同士が協

力し合っていろいろなビジネスが生まれてくるのが面白

い。先ほどファイナンスが難しいという話をしたが、日本

と比べると中国のベンチャー投資額の方が大きい。1件あ

たりの投資額をみると日本は直近で 1億円ちょっと、中国

は 7億円以上だ。カルチャーの問題もあり、あまり日本に

はベンチャーが適していないのかもしれない。 

中国には、留学生による起業ブームのようなものがあり、

例えば、シリコンバレーのやり方を倣ってベンチャーを興

すということがある。過去 40 年間に中国で起きた起業ブ

ームの最初は、1978 年から 1989 年にかけて都市周辺の農

民が興した「郷鎮企業」だ。農家が製造業を起ち上げ、国

有企業から受注してビジネスを拡大していくというもの

で、浙江省の有名な自動車メーカーも元々は「郷鎮企業」

だった。たくさんの「郷鎮企業」が創業し、その多くが破

たんしたが、生き残ったところは相当成功したといえる。

2回目のブームは 1992 年から 2000 年で、役所の公務員た

ちが辞職してビジネスに転身し、金融や不動産をやってい

た。第 3 次ブームは 2001 年から 2010 年。2001 年に中国

は WTO に加盟し、市場が大きく開放された。丁度その頃、

Windows も出て IT 革命が起こり、IT 関連の会社がたくさ

んつくられた。IT 関連は技術さえあればそれほど資本は

必要ない。アイデア勝負だからいろいろな会社が生まれた。

2010 年以降となる第 4 次ブームではハイテクの会社がた

くさん興されている。例えば IoT、クラウドコンピューテ

ィング、３D印刷や自動運転、省エネだ。中国で生まれ育

ち教育を受けた人よりも、留学組が興した会社が圧倒的に

多いというのがこの 4回目の起業ブームである。 

 

これは 2015 年の統計だ。中国人留学生が博士号をどこ

で取ったかをみると、一番はやはり米国で 28.95％、日本

は 2 番目の 12.9％でよく頑張っていると思う。博士号は

なかなかもらえないと巷で言われているようだがそれは

誤解で、実際に統計するとそうでもないことが分かる。修

士号の方はというと、日本が修士号を与えている割合は英

国、米国などに比べて割合的に少ない感じがある。学部卒

についても全体的な人数の問題があるかもしれないが、も

う少し増やしていきたいところだ。 

 

一方、中国が受け入れる外国人留学生がどこから来てい

るかというと、やはりアジアからが一番多い。特に多いの

は韓国だ。何故かというと企業がお金を出しているからで、

サムソンやヒュンダイといった企業が中国に進出するに

あたって新入社員に中国語を勉強させる。それは北京大学

や清華大学である必要は無く、例えば復旦大学で中国語を

勉強し、ついでに中国文化や中国事情を学ぶというものだ。

つまり、韓国の留学生は、数は多いが学位を取る学生は意

外に少ない。中国語を学んで帰国し、その企業の中国現地

における総経理や責任者になる人が多い。アフリカからの

留学生の受け入れはある種、経済援助の意味がある。 

 

さて、この表は気を付けながら見てほしい。世界主要国

の安全指数の比較だが、韓国が 1位なのは何故かというと、

これは韓国の文科省が作ったものだからだ。韓国は日本よ

り安全だということになっている。安全指数が 83.1％、

不安指数も一番小さく 16.9％。私も韓国国内の治安にそ

れほど不安を感じたことはないが、韓国の若者とディスカ

ッションすると、彼らが一番不安を感じているのは北に攻

められることだ。そのリスクはカウントされていないので

はないかと思う。 

韓国が受け入れている外国人留学生の推移をみると、一

時期、減少傾向もあったが最近少し持ち直している。これ

は2015年までのデータなので2016年にどうなっているか

は分からないが、サムソンの副会長が逮捕されたことで中

国でのビジネスも下火になっている。若干減少している可

能性がある。 

 

米国が留学生を受け入れるメリットは何か。経済的な面

では、経済のグローバル化における主導的立場の維持があ

る。米国は常に世界のリーダーになろうとしている国だ。

そのリーダーシップを維持するためには経済のグローバ

ル化を保持し続けなければならない。そのためにもグロー

バルな高度人材を惹きつけることが重要だ。また、高度教

育を一つのビジネスとして捉えた場合、その市場が拡大さ

れる。今、米国にどれくらいの中国人留学生がいるかとい

うと 30 万人くらいだそうだ。30 万人の中国人留学生が 1

年間に払う授業料はおよそ 100 億ドル。米国の統計だから

おそらく信用できるだろう。ここで一つ如何かと思うのは、

米国人学生から取る授業料と外国籍の留学生から取る授

業料が違うことだ。外国人の授業料はとても高い。ダブル

スタンダードを一番嫌う米国人だが、自分たちがダブルス

タンダードをやっている。トランプ政権になってから中国

との貿易不均衡とかいろいろなことが言われているが、中

国人留学生の授業料だけで年間 100 億ドルだ。しかも移民

を目的とする留学生たちは不動産を買う。米国に留学する

留学生の家族の大半は勝ち組だ。不動産投資や諸々の消費
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を含めると 100 億ドルの数倍にもなる。だから米国は非常

に戦略的に考えていると思う。さらに、米国の競争力を維

持するための高度人材を獲得することができる。この 3

つの経済的なメリットは日本にとって大いに参考になる

と思う。 

政治的なメリットは国際社会におけるプレゼンスの確

保だ。日本はこの辺を意識しない人が多いが、ここは非常

に重要なポイントだ。戦前に日本で勉強した中国人留学生

たちが政治的リーダーになっていったが、それは東アジア

における日本のプレゼンスを高める結果となる。そして価

値観の輸出。これも日本にいると意識しない人が多い。価

値観とは今の言葉で言うソフトパワーのことだ。ハードな

パワーで世界を凌駕しようとするととんでもない話にな

るが、価値観を輸出できればそれが一番強い。一国がせっ

せと核を開発したとしても世界を支配できるわけではな

い。米国はソフトパワーを評価して価値観を輸出している。

日本はここを少し勉強した方がいい。友好関係の架け橋の

育成も政治的なメリットになる。米国の特に有名な大学で

は、卒業生の同窓会を毎年、世界中のいろいろなところで

開催している。例えば上海で開くと、タイや中国、日本か

らいろいろな銀行家や政治家などそうそうたるメンバー

が集まる。人脈は何よりも価値のある資源だ。ここも是非、

参考にしてほしい。 

社会的メリットには何があるかというと、先ず、多様性

のある社会の強化が挙げられる。先ほど話した個性あるユ

ニークな人材の育成、ダイバーシティと呼ばれる社会のこ

とだ。日本の社会においてもダイバーシティを進めてユニ

ークな人材を育成するのは非常に重要だ。アニメーション

もいいが、もっといろいろなことをやっていくには、やは

り個性の豊かな人材が必要になる。それから国際交流と相

互理解の向上。これは戦争を撲滅するためにも重要な要素

だ。そして人的ネットワークの形成と国際協力、発展途上

国支援の一環が挙げられる。 

経済的、政治的、社会的なこれらのメリットを複合的に

みていくと、高度人材を惹きつけ受け入れていくことが今

後の日本にとってとても重要だと思う。 

 

留学大国と言われるオーストラリアのケースを見てみ

よう。各々の教育レベル－専門学校や大学、大学院でどれ

くらいの留学生を受け入れているか。さすがはオーストラ

リア、留学に関する統計がきちんと整備されていて、白書

なども統計的によく整備されて分かりやすい。統計という

ものは政策立案のインフラとなる。こういうところが他国

のかなわないところだと感じる。 

最新の統計でオーストラリアが受け入れている留学生

を国別でみると、一番多いのはやはり中国だ。最近はイン

ドも多い。韓国やタイも増えつつある。オーストラリア大

使館の経済部の人たちと毎年、意見交換をしているが、オ

ーストラリアの外交の一つの軸たるものがこの留学生の

受け入れ、高度人材の惹きつけだそうだ。オーストラリア

政府が一つの国策として非常に力を入れていることが分

かる。 

 

 この研究のまとめとして、日本に対してどういう提言を

行うか考えた。戦略的な提言は足元のちまちました話をし

ても意味がない。日本の立ち位置を考えていくと、アジア

の教育ハブになることを目指した国際的教育戦略をもう

一度つくらなければいけないと思う。そのために必要なこ

とは既に分かっている。あとはどこまで実行するかだ。国

際的な教育戦略は国レベルでの取り組みになる。場合によ

っては政府が進める成長戦略の軸にしてもいいような話

だ。 

実際の教育機関の目線でみると、大学・教育機関・研究

機関のブランド化の強化も非常に真剣な議題だ。私はこれ

を問題として提起したい。そして 3点目に教育機関と企業

との連携強化がある。米国や英国では例えばインターンな

ど教育機関と企業との連携が非常に強い。これは凄いと思

う。日本でも最近は経団連がこれを意識しているようだが、

もっと積極的に進めてほしい。教育機関だけをやっていて

も意味がないのだ。4点目には国際教育にかかわる情報発

信の強化を挙げたい。日本は意外にここが弱いからだ。例

えば、各々の大学の HP をみると意外に貧弱なところが多

いというのが率直な印象だ。高度人材が初めにどこから情

報を入手するかというとウェブサイトだ。魅力的なウェブ

サイトは彼らを惹きつけるが、貧弱なところが多い。ここ

にもっとお金をかけて情報発信を強化すべきだと思う。5

点目は教育研究に関する公的支援の強化と企業の研究拠

点の開放。日本はここをもっと頑張らないといけない。特

にポスドクになると企業との研究拠点の連携、アライアン

スなどいろいろなことが出てくる。日本にはハイブリッド

自動車やリチウム電池など、もっと先端のものまで様々な

技術がある。企業の研究拠点とアライアンスしながらポス

ドクを育成していくことだ。そして最後に、教育に関する

規制緩和と大学教育機関の国際化。これは昔から言われて

いることで、いよいよ進めていく必要がある。前半のプレ

ゼンテーションを踏まえて最後の提言を聞いていただけ

れば、今後の日本の国際的な教育改革の大まかな方向性が

見えてくるのではないだろうか。 

最後に一言付け加えると、これからのグローバルコミュ

ニティで日本が優位な立ち位置を取っていくために、世界

中からいかにして高度な超一流の人材を惹きつけていく

か。そのためには今日、お話させてもらったいろいろな努

力が求められていると思う。この研究が日本の国際的教育

分野における政策立案に一石を投じることができれば嬉

しい。報告は以上だ。 

 

【質疑･応答】 

（JST 石川フェロー） 

柯先生、ありがとうございました。これより質疑応答を

行う。質問のある方は挙手いただきたい。 

 

（フロア） 
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非常に興味深い内容だった。今、国は教育の国際化戦略

として、大学で英語による授業をできるよう進めているよ

うだが、これで国際化を図るのは時間がかかるような気が

する。国際化ということで英語での授業は必要なのだろう

か。もしくは日本語のまま文化などを発信していく方がい

いのだろうか。ご見解を伺いたい。 

 

（柯） 

個人的には日本語と英語の二者択一ではなく、中国語、

フランス語、ドイツ語などバリエーションがあった方がい

いと思う。私自身が一番、後悔しているのはフランス語が

話せないことだ。パリでカフェにいる人たちが何を話して

いるのかを是非知りたいものだ。 

私は時々、大学に頼まれて英語で授業をするが、ついて

くることのできる学生は残念ながら 2 割程度しかいない。

つまり何を言いたいかというと、今の質問に答えるとすれ

ば、日本はもっと日本語教育を強化すべきだと思う。日本

の若者の言葉は随分、乱暴になっているような気がする。

言葉としての美しさがどんどん失われている。私は南京に

生まれ育ち、最初に学んだ外国語は日本語ではなく英語だ

った。日本に行く予定はなく米国に留学しようと思ってい

た。経緯は省略するが、途中から日本語を勉強することに

なり、その時、日本語を好きにならなければこの言語をマ

スターできないと思った。どうやって日本語を好きになっ

たかというと、明治時代の文学、例えば志賀直哉や菊池寛

といった人達の本をたくさん読んだ。あの時代の本は我々

にとって読みやすい。漢字が多いからだ。発音はできなく

ても大体分かる。そしてあの時代の日本語は本当に美しい。

いまだに覚えているのは志賀直哉が書いた「朝顔」という

短い随筆だ。朝、早起きして縁側に座り、お茶を飲みなが

ら見る朝顔のみずみずしい美しさという箇所。“みずみず

しい美しさ”という表現は中国語にもフランス語にも訳せ

ない。日本語独特のものだ。目立たない花を見ている作家

自身が、そこにある種の人生を感じたのだ。これを繰り返

し音読しながら、絶対に日本語をマスターすると決意した。

日本でテレビを観ていると、日本語をお粗末にする作家を

目にすることがある。言葉を大切にするべき作家がこの有

様なのは非常に残念だ。私が最も美しいと思う日本語を話

されるのは台湾の辜 振甫（こ しんほ）さんという方だ。

中国と台湾の対話窓口の責任者で、野村総研のリチャー

ド・クー（Richard C. Koo）氏の叔父にあたる。彼の日

本語を経団連で聞いた時、とても感動した。おそらく「こ

のバカヤロー」は「この方、愚かですね」と言うだろう。

教養とはこういうものだ。時々、英国に行くが、英国人は

自分の言葉を非常に大切にする。外国人を教える時はもち

ろん、自分たちも大切にしている。だからハリー・ポッタ

ーやシェイクスピアといったいろいろなものが出てくる

のだ。日本にもその素質がある。英語を教えたいという気

持ちは分かるが、その前に日本語を大切にしてほしい。日

本が英語をワーキング・ラングエッジにすることはあり得

ないだろう。教育は言語ではなく中身だと思う。何を教え

ていくかだ。ただ英語を話せるというだけでは本末転倒に

なると思う。 

 

（フロア） 

貴重な話だった。質問は 2点ある。高度人材の受け入れ

が重要だという話だったが、提言では企業との連携強化も

必要ということだった。実際に留学生の日本での就職率は

3割くらいだといわれている。この 3割を 5割にすると昔

から言われ続けているがまだ 3割という状況だ。政策レベ

ルでは確かに外国人、高度人材を受け入れていかなければ

いけないという掛け声はあるが、足元の労働市場、実際に

雇用する企業の方は、失った労働力を外国人で補いたいと

いう雰囲気もあると思う。今回の研究では産業界のそうい

った高度人材のニーズについて調査されたのか。 

2 点目は、今の公費、国費の留学生はおよそ 10％という

ことだったが、反腐敗活動と公費、国費の増減には何か関

係があるのだろうか。 

 

（柯） 

2 番目の質問はたいへんセンシティブな問題だが、フラ

ンクに話したいと思う。中国の一人当たり GDP がとてもわ

ずかだった時代は公費、国費による留学ばかりだった。自

分の伝手で身元引受保証人になってくれるような親族や

友人がいれば私費で行けたがそう多くはなかった。最近で

は、公費留学生はポスドクへの応募や特定のプロジェクト

での研究、例えば日本であれば理研で 3カ月間の研究とか、

特殊な短期研究に限定されるものが多い。今は多くの人が

私費留学を選ぶ。公費に縛られないので帰ってこなくてい

いからだ。国費や公費では国や大学のお金で研究できるが、

よほどの専門家に限られる。だから国費や公費による留学

が今後、増えることはないと思う。 

最初の質問については、ある程度分かることがある。企

業としては日本語ができる外国人は採用したいが、採用さ

れた留学生がどういう仕事をするかというと、私のように

シンクタンクで研究させてもらえるような仕事はユニー

クな方で、一般的にはキャリアアップがあまり見えないサ

ラリーマンだ。頑張っても出世できるかどうか分からない。

むしろ出世するケースがレアで出世しないのが普通かも

しれない。正直なところ、人事評価の制度に透明性が足り

ない。ヒューレットパッカードでインタビューをしたこと

があるが、あそこは非常に透明だ。中国にあるヒューレッ

トパッカードには様々な人種がいる。日本人も中国人もた

くさんいるし、インド人、フィリピン人もいる。成績が全

て数値化されていて、成績の一番いい人の写真はまるで毛

沢東の写真のようにたくさん貼られている。成績が下の方

だと写真ではなく名前だけだ。それが全部ボーナスとリン

クしている。例えば、毎年の契約あるいは昇給時に、成績

はなかなか良かったが会社の業績が悪いので給料を上げ

るわけにはいかないという話になれば、ロジックが合わな

いと考えてその会社を離れていく人もいる。だが、日本は

中国人留学生にとって都合の良いところがある。報告書の



中国総合研究交流センター 第 104 回研究会 詳報 ＜2017.5＞ 

 

9

中でも少し示唆したが、今の留学生の大半は一人っ子だ。

親は中国にいる。例えば米国に定着すると、東海岸から北

京まで移動するのに 14～15 時間はかかる。時差もある。

だから、日本で就職先が見つかれば、米国で学位を取った

後、より近い日本に来る可能性がある。先ほどの英語の話

にも関係するが、そうすると企業の中で英語を話すか話さ

ないか、企業の中のグローバル化をどうするかという問題

も出てくるので、日本の会社の変革が求められるようにな

るのではないだろうか。いろいろな会社をヒアリングして

そう感じた。 

 

（フロア） 

今日の話にコメントしたい。高度人材の“高度”とは地

球全体でみたときの高度なのか、もしくは日本の社会にと

って都合のいい高度なのかという問題があるが、個人的に

は地球上の 70 億人でみて高度というより、日本社会にお

いて高度であれば良いと思う。また、中国は漢字文化なの

で、日本社会にとってはバリアが低く付き合いやすいとこ

ろがあるだろう。近いこともあるので、中国人を活用する

ことは今後、かなり重要になるのではないだろうか。そう

なった場合、日本企業のグローバル化として、企業の中で

中国語が使えるようになることが必要だと思う。先ほど情

報発信の強化の話があったが、教育機関だけでなく企業も

何語で発信していくかということが大事だし、中国語の情

報を受信できる企業は重要になっていくと思う。中国メデ

ィアが日本語でも出している情報は日本に友好的な内容

が多い。日本に来る中国人も日本が好きな人が多い。だが、

中国社会の本音、13 億人かつ多民族の本当のところは、

やはり北京や上海から中国語で発信されている情報を受

信しないと分からないところがある。中国語で情報を受信

したり発信したりすることが重要になると思う。 

それから、資料の「外国人にとり日本起業のメリットと

デメリット」の表だが、メリットが、安心、Stable だと

すると、ダイバーシティやベンチャーに矛盾するところが

出てくるように思う。意味するところは分かるのである程

度仕方ないとは思うが。 

 

（柯） 

日本企業が中国語をワーキング・ラングエッジにするの

は若干、無理がありそうだ。なかなか難しいと思う。私は

いろいろな言葉を勉強してきたが、だから他の人にも他の

言語を勉強しろと言うのではなく、やはり大事なのは中身

だと思う。言葉が通じなくても中身のある人に会えば感じ

るところがある。今回調査の初期段階で、中国語の HP を

持っている日本企業を調べたが非常に少ない。メディアも

同様だ。英国なら BCC、米国なら CNN が中国語サイトを持

っているが、日本のメディアでは少なくて、あったとして

も貧弱なところが多い。これを徐々にどう強化していくか

ということだと思う。事実、日本では大企業ほど米国を意

識している。 

2 番目のご指摘はその通りだ。あの表で言いたいのは、

メリットとはつまり日本の良いところだから、それをどん

どん活かしていこうということだ。デメリットはある程度

は仕方ない。それを一つの前提としてどう補っていくか、

変えていくかということしかないと思う。 

 

（フロア） 

資料 43 頁に“アジアの教育ハブになるための日本の国

際教育戦略”とあるが、今、日本に来ている留学生を考え

ると、日本の大学の位置付けがとても低いところにあると

思う。IMD の統計をみても国際的に高い位置にはないよう

にみえる。アジアの教育ハブというのは具体的にはどうい

う提案なのか。 

 

（柯） 

日本の大学はハードウェア－例えば図書館、コンピュー

タシステム、体育館といった設備を完璧に整備している。

立派なものばかりだ。だが、そういう大学でレクチャーし

ても、学生たちは無表情に私を見つめるだけだ。大学の図

書館の利用率も低い。中国では図書館は 8時にオープンす

るが、7時には門の前に並ばないと席を取ることができな

い。自分で好きに本を取ることもできない。日本に来たと

きは書棚に並ぶ本を勝手に取っていいことに感動した。と

ころが日本人学生は普段、あまりにも本を読まない。今、

日本人は一人平均、一年に 2.6 冊しか読まないという。本

当に本を読まなくなった。大学はその字のごとく大きく勉

強するところだ。勉強して得た多くの知識と情報をたくさ

ん発信し、フィードバックされた情報を集約する。大学を

教育のプラットフォーム、拠点にするというのが重要なポ

イントで、そのためにも日本の大学の皆さんがそれくらい

の志を持たなければハブにはならない。そのために払うべ

きコストもある。ここで政治的な話は避けるべきだが、事

業仕分けが一つの示唆になる。何故、一番でなければいけ

ないかとしたあとで、理研のスーパーコンピューター「京」

は世界で 5 番目になってしまった。今、世界の 1 位と 2

位は中国、3位と4位は米国だ。これではハブになれない。

そういう意味でも勉強の成果となる知識と情報を多言語

で発信していきたいところだ。 

加えると、私が日本に留学した時に感動したことがもう

一つある。18 世紀、19 世紀の名著、いろいろな文献が全

訳されているのだ。これは凄い。例えばモンテスキューの

「法の精神」。私が小さい頃はとても批判されていたよう

で、中国にその本は無く、モンテスキューが誰かも知らな

かった。ところがそれが日本の図書館にはある。しかもカ

ットされることなく全訳されている。私は 4回、5回と繰

り返し読んだ。昔の日本の研究者は偉いと思う。ああいう

昔の名著が全部翻訳されているのだ。知識の交差点のよう

な役割をずっと果たしてきたのだと思う。最近はいろいろ

な問題もあり後退している部分もあるが、日本にはそれだ

けの能力がある。だからこそ強い気持ちをこめて “教育

ハブ”と書かせてもらった。 
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（フロア） 

資料の中に、中国で設立されている外国の大学の分校が

あったが、これは海外の学校が自己資金で設立しているの

か、もしくは中国側が何らかの支援をして誘致しているの

か。費用の面やそれぞれの思惑について教えてほしい。 

 

（柯） 

設立するときは設備を買ったり人員を派遣したりする。

経費として持ち出しはあるが、授業量が相当高いのでそれ

で賄われている。外国側の持ち出しは殆どない。中国側が

何故アライアンスするかというとブランド力が欲しいか

らだ。例えば米国の大学とアライアンスすれば得られるリ

ターンは大きい。米国から著名な学者が定期的に来て講義

をしてくれれば、中国国内における学生募集も有利になる。

Win-Win の原理だ。教育はゼロサムゲームではない。

Win-Win となるモデルを企画すればいろいろな可能性が

広がると思う。 

 

（フロア） 

2 つ質問がある。1 つ目は今日の趣旨から外れてしまう

かもしれないが、日本の人口減少、とりわけ生産年齢人口

の減少を引き合いに、社会の生産性を上げるためにも高度

人材が必要という話があった。中国でも少子高齢化や生産

年齢人口の減少が危惧されている。今、中国は「海亀政策」

として留学生の帰国に力を入れ、待遇面や設備、家族への

福利厚生にまで力を入れているが、今一つ定着していかな

いという現実があるようだ。そこで、留学生に対する中国

の政策というのが今後、どのように推移していくのか先生

の見解を伺いたい。 

もう 1つは、米国などの大学に倣って多様性を推進すべ

きということだったが、最近の研究で、シリコンバレーは

ダイバーシティを推進したから最先端になったのではな

く、元々他の理由で最先端だったところに惹きつけられた

人材が集まってダイバーシティが進み、さらに最先端なも

のに惹きつけられるというサイクル、つまり人材とイノベ

ーションの順序が逆なのではないかという説がある。そう

だとすると、日本で最先端のイノベーションを興していく

ためには、何より日本人にとって魅力的な学習環境や研究

環境が必要だということになる。日本人にとって魅力ない

ものが外国人にとって魅力あるものであるはずはないし、

外国人だけを優遇するのも個人的には反対だ。国際化とい

う言葉にとらわれず、これから中長期的に日本の大学や企

業に必要なものは何だと思われるか。 

 

（柯） 

最初の質問からお答えする。確かにこのままでは人口は

減少していく。それゆえに高度な人材を惹きつけ、ノベー

ションを推進していくという議論だが、もう一つ、移民に

門戸を開放するという議論もある。だが、私の実体験から

すると、国と国、民族と民族の間にはやはり文化のギャッ

プがあり、それはとても大きい。その溝を埋めるためにど

うすればいいかというと、日本であれば日本の大学教育を

受けるべきだと思う。日本の社会に溶け込むためだ。例え

ば役所の手続きとかごみの分別とか、日本で生活していく

ために必要な、黙っていても分かるはずだとされるような

常識がある。日本で教育を受けていない人が自分の国の常

識を持ち込むと日本の社会は混乱する。悪気はなくても国

が違うだけで摩擦を生んでしまう。「郷に入れば郷に従う」。

従うためには教育を受けることだ。どうせならプロフェッ

ショナルな大学教育の方がいい。この研究を通じて感じた

のは、やはり高度人材に対してはもっと門戸を開放し、そ

れ以外のところでは慎重な枠組みを作ることが肝要だと

いうことだ。ご指摘の通り、中国は一人っ子政策をやって

いたので、これから人口は減っていく。高度人材はある意

味、天然資源より重要な資源、ヒューマンリソースだ。そ

れを巡る競争にもなるだろう。中国がこれから何を一生懸

命考えるかというと、送り出した留学生を呼び戻すために

はどうしたらいいかということだと思う。 

 2 点目のダイバーシティについてはおっしゃる通りだ

と思う。因果関係でいうと、多様性があってイノベーショ

ン云々ではないのかもしれない。だが、新しい技術が発明

されれば、その技術を実用化して付加価値を高めるために

必ずダイバーシティが必要になる。いろいろな人種、ユニ

ークな文化を持っている人たちが集まり、それぞれがユニ

ークな考え方で肉付けしていくということだ。つまり、技

術のオリジナリティが生まれるその時にダイバーシティ

がなくてはいけない。IT の例で言うと、（Microsoft Office

の）“WORD”が無かった時代、日本の主流ソフトは“一太

郎”、“Excel”の前は“ロータス 123”だった。あの 2 つ

のシステムは決して Windows に負けてはいなかったのに、

何故続かなかったかというと、やはり一つは肉付けで失敗

したのだと思う。そして段々、皆が Windows にシフトして

いった。やはりダイバーシティが必要なのだ。 

 

（フロア） 

 外国人留学生をうまく受け入れ、かつ世界に通用すると

先生が思われる日本の経営者がいたら教えてほしい。 

 

（柯） 

これまでいろいろな会社を見させてもらったが、名前が

通っているような会社でもとてもドメスティックなとこ

ろが多いと思う。個人的にはやはり開放的なグローバルな

会社が自由でいい。そういう意味では、例えば日産自動車

のゴーンさんの右腕だった人はなかなかグローバル化さ

れたアイデアを持っていると思う。中小企業は経営者であ

りオーナーでもあるので別にするとして、大企業になると

どうしても日本固有の伝統や文化、プライドが強く、転換

が遅れがちになる。日産は実質的に一度破たんしたような

もので、ゴーンさんが来たことで復活した。今の時代、保

守的なだけでは厳しい。生まれ変わらなければ潰れてしま

う会社もあるだろう。新世代の経営者が出てくれば変わる

可能性もあると思うが、今はさほど多くない。先ほどの質
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疑の中で、留学生の定着率がせいぜい 3割程度だという話

があったが、日本の経営体制、経営者の頭/卵が変われば

その定着率ももっと上がるはずだと思う。 

 

（フロア） 

 3 点質問がある。高度人材は確かに必要だが、今後それ

を増やしていくためには、今いる高度人材の方々の満足度

がどのようなものか知る必要があると思う。2点目は、先

生がもし中国の親戚や友人から子どもを外国に留学させ

たいと相談されたらどこを薦めるか。そしてそれは何故か。

3点目は、優秀な人であっても企業の中で出世できない人

がいる。高度人材の方々が今後、責任ある仕事を任され、

夢を持ちながら活躍してもらうことが大事なのではない

だろうか。日本企業もそこら辺について腹を括ってやれば

いいと思うが、そういう企業はなかなか見当たらない。そ

の辺りについてどのようにお考えだろうか。 

 

（柯） 

 最初の高度人材についてはおっしゃる通り、今いる人た

ちは呼び水だ。口コミもあるし司令塔のように情報発信さ

れればまた新しい人たちを惹きつけることができる。だが、

これは一つの課題でもあるが、日本人の民族性は全体的に

とてもシャイで、情報発信に一生懸命ではない。民族性は

人の性格なようなものだから、それを変えることは不可能

に近い。それでももう少し情報発信を頑張ってほしい。あ

る会社の広報の人達とディスカッションした時に、広報業

務は会社の中で軽視されているという話があった。米国の

会社をインタビューすると、あちらは広報をとても重視し

ている。情報発信はとても重要だ。先ほど話した貧弱なホ

ームページをどう強化するかということもある。私は日本

に留学した。日本に対して不満があったら、今、ここはい

ない。卒業したときに米国に行く機会があったが、結局は

日本に残った。 

 2 番目の質問は、高度人材を量においても質においても

どれだけ惹きつけ、研究のパートナーを増やしていくかと

いうことに繋がる。今回の調査を通して感じたことは日本

のポテンシャルの高さだ。過去 20 年間を振り返っても日

本社会の国際化の進展は速い。私は時々テレビに出ている

から顔が割れていて不便なこともあるが、自分の住む町に

買い物に出ても差別されたことはない。有名になろうとも

思っていないし、そういう意味では私は全般的に日本に対

して不満を持ってはいない。だが、自分の親戚に日本を薦

めるか薦めないかという話で言うと、それは日本の問題で

はなく、その人自身がどうしたいかだ。その子は日本語が

できるのか、何を勉強したいのか。一般的な間口で言うと、

残念ながらまだ米国にいく可能性の方が高い。文学なら英

国、流行のデザインを勉強するならパリだろう。日本は技

術を磨き、ものづくりに秀でた国なので、そういうことで

あれば日本もいいだろう。何を勉強したいのか、そしてそ

の国の言葉ができるかどうかだろう。 

3 点目、企業の私たちに対する評価については、やはり透

明性を持ってほしい。透明性がなければ評価は恣意的にな

る。これは日本の社会全体で改善してほしいところだ。個

別な事例は別として、日本はキャリアと能力をどう伸ばし

ていく上で十分、可能性がある国だと思う。 

 

【閉会】 

（JST 石川フェロー） 

活発な議論に感謝申し上げる。これで閉会する。 

 

               （了） 

 

 

  



中国総合研究交流センター 第 102 回研究会 詳報 ＜2017.3＞ 

 

12 

2．講演資料 
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